地域就労支援事業の補助制度

１．１９年度に見直した内容
①小規模市町村を中心に、講習・講座や就職面接会など、就労支援メニューの単独での実施が困難であるという課題に対し、市町村を超えた広域での取り組みを推進するため、新たに「広域推進事業」を創設。
②相談件数に応じた補助金額の設定など成果主義の導入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.wmf] 
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※改正前
①総合運営事業は、センター整備や運営等の事業費用を１／２補助

③職業能力開発事業及び④雇用・就労創出事業は、実施する費用の１／２補助

２．補助金額（補助率は補助対象経費の１／２以内）
①コーディネーター活動推進事業

就職困難者等への個別対応、雇用・就労への誘導を行うコーディネーターの人件費

288万～480万円

· 市町村の常勤職員及び再任用職員は補助対象外
· 複数のセンターを設置し、コーディネーターを複数人配置する場合、
２箇所２人目　　　　　　…1人目の限度額の３／４の額を加算
３箇所以上３人目以上…1人目の限度額の１／２の額を加算
　　　
②地域就労活性化事業

　　講習・講座及び就職面接会等を実施する費用
　　　　　　　　　　２０件未満の市町村･･･････････････  ５０万円
　　　　２０件以上　４０件未満の市町村･･･････････････１００万円

　　　　４０件以上　６０件未満の市町村･･･････････････１５０万円

　　　　６０件以上　８０件未満の市町村･･･････････････２００万円

　８０件以上１００件未満の市町村･･･････････････２５０万円

　　　１００件以上１２０件未満の市町村･･･････････････３００万円

　　　１２０件以上１４０件未満の市町村･･･････････････３５０万円

　　　１４０件以上１６０件未満の市町村･･･････････････４００万円

　　　１６０件以上１８０件未満の市町村･･･････････････４５０万円

１８０件以上　　　　　　の市町村･･･････････････５００万円
③広域推進事業

地域就労支援事業メニューを複数の市町村が共同して実施する費用
　　　　　　　　　　２０件未満の市町村･･･････････････  １０万円
　　　　２０件以上　４０件未満の市町村･･･････････････　２０万円

　　　　４０件以上　６０件未満の市町村･･･････････････　３０万円

　　　　６０件以上　８０件未満の市町村･･･････････････　４０万円

　８０件以上１００件未満の市町村･･･････････････　５０万円

　　　１００件以上１２０件未満の市町村･･･････････････　６０万円

　　　１２０件以上１４０件未満の市町村･･･････････････　７０万円

　　　１４０件以上１６０件未満の市町村･･･････････････　８０万円

　　　１６０件以上１８０件未満の市町村･･･････････････　９０万円

１８０件以上　　　　　　の市町村･･･････････････１００万円
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（平成１８年度以前）








